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  （百万円未満切捨て）

１．平成30年３月期の連結業績（平成29年４月１日～平成30年３月31日） 

（１）連結経営成績 （％表示は対前期増減率）
 

  売上高 営業利益 経常利益 
親会社株主に帰属する 

当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

30年３月期 35,788 8.1 4,872 13.9 4,728 4.6 3,011 △10.1 

29年３月期 33,092 4.2 4,278 29.5 4,519 35.2 3,350 42.8 
 
（注）包括利益 30年３月期 2,991 百万円 （△12.1％）   29年３月期 3,402 百万円 （158.9％） 
 

 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

自己資本 
当期純利益率 

総資産 
経常利益率 

売上高 
営業利益率 

  円 銭 円 銭 ％ ％ ％ 

30年３月期 122.16 － 6.4 8.7 13.6 

29年３月期 135.77 － 7.4 8.7 12.9 
 
（参考）持分法投資損益 30年３月期 － 百万円   29年３月期 － 百万円 
 
（２）連結財政状態 

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

  百万円 百万円 ％ 円 銭 

30年３月期 55,445 47,848 86.3 1,941.26 

29年３月期 53,699 46,164 86.0 1,872.91 
 
（参考）自己資本 30年３月期 47,848 百万円   29年３月期 46,164 百万円 
 
（３）連結キャッシュ・フローの状況 

 
営業活動による 

キャッシュ・フロー 
投資活動による 

キャッシュ・フロー 
財務活動による 

キャッシュ・フロー 
現金及び現金同等物 

期末残高 

  百万円 百万円 百万円 百万円 

30年３月期 3,671 △3,882 △1,308 23,336 

29年３月期 5,785 △38 △608 24,832 

 
２．配当の状況 

  
年間配当金 配当金総額 

(合計) 
配当性向 
（連結） 

純資産配当
率（連結） 第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％ 
29年３月期 － 25.00 － 28.00 53.00 1,306 39.0 2.9 
30年３月期 － 25.00 － 38.00 63.00 1,567 51.6 3.3 
31年３月期（予想） － 40.00 － 40.00 80.00   50.6   
 
３．平成31年３月期の連結業績予想（平成30年４月１日～平成31年３月31日） 

  （％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）
 

  売上高 営業利益 経常利益 
親会社株主に帰属 
する当期純利益 

１株当たり 
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

第２四半期（累計） 18,000 3.3 2,550 11.4 2,600 15.5 1,950 18.4 79.11 

通期 36,500 2.0 5,100 4.7 5,200 10.0 3,900 29.5 158.22 

 



※  注記事項 

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）： 無    

 
 
（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更： 無    
 

②  ①以外の会計方針の変更              ： 無    
 

③  会計上の見積りの変更                ： 無    
 

④  修正再表示                          ： 無    
 
 
（３）発行済株式数（普通株式） 

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 30年３月期 28,699,500 株 29年３月期 28,699,500 株 

②  期末自己株式数 30年３月期 4,051,320 株 29年３月期 4,051,141 株 

③  期中平均株式数 30年３月期 24,648,257 株 29年３月期 24,676,688 株 

 
（注）当社は、業績連動型株式報酬制度 株式給付信託（BBT）及び株式給付信託（J-ESOP）を導入しており、当該

信託が保有する当社株式を、期末自己株式数及び期中平均株式数の算定上控除する自己株式数に含めています。 

 

（参考）個別業績の概要 

１．平成30年３月期の個別業績（平成29年４月１日～平成30年３月31日） 

（１）個別経営成績 （％表示は対前期増減率） 
 
  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

30年３月期 26,602 7.8 2,430 21.3 3,434 △1.3 2,326 △19.2 

29年３月期 24,676 9.7 2,004 276.1 3,477 275.9 2,879 283.5 

 
 

 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

  円 銭 円 銭 

30年３月期 94.38 － 

29年３月期 116.70 － 

 

（２）個別財政状態 

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

  百万円 百万円 ％ 円 銭 

30年３月期 47,957 41,191 85.9 1,671.16 

29年３月期 46,904 40,223 85.8 1,631.90 
 
（参考）自己資本 30年３月期 41,191 百万円   29年３月期 40,223 百万円 
 
※  決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です 
 
※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断

する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は

様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想の利用に当たっての注意

事項等については、２ページ「１.経営成績等の概況 （1）当期の経営成績の概況」をご覧ください。 
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１．経営成績等の概況

（１）当期の経営成績の概況

①当期の経営成績

 当連結会計年度の当社グループを取り巻く環境は、世界各国において政治・政策面での先行き不透明感は残って

いるものの、米国経済は景気回復が持続し、日本・欧州経済は緩やかな景気回復に向かい、中国では景気持ち直し

の動きがみられました。また、世界半導体市場は、ロジックデバイス、メモリデバイスともに堅調な需要に支えら

れ、好調に推移しました。 

 こうした状況下、当社グループでは一丸となって売上拡大とコスト削減に努めました結果、当連結会計年度の業

績は、売上高35,788百万円(前期比8.1％増)、営業利益4,872百万円（前期比13.9％増）、経常利益4,728百万円

（前期比4.6％増）、親会社株主に帰属する当期純利益は特別損失として有形固定資産（土地、建物等）の減損損

失を計上したこともあり3,011百万円（前期比10.1％減）となりました。 

 

 セグメントの業績は、次のとおりであります。 

 日本につきましては、シリコンウェハー向け及び最先端メモリデバイス向けＣＭＰ製品の販売が好調に推移した

一方で、一般工業用研磨材で減収となったことにより、売上高は19,400百万円（前期比7.7％増）、セグメント利

益（営業利益）は製品構成の良化により4,462百万円（前期比13.7％増）となりました。 

 北米につきましては、最先端ロジックデバイス向けＣＭＰ製品の販売が好調に推移したことから売上高は5,946

百万円（前期比23.7％増）、セグメント利益（営業利益）は販売増加に加え、製品構成の良化により1,001百万円

（前期比64.8％増）となりました。 

 アジアにつきましては、ハードディスク向け製品の販売が期後半にかけ低調となった一方、最先端ロジックデバ

イス向けＣＭＰ製品の販売が堅調に推移したことから、売上高は8,962百万円（前期比0.5％増）となりましたが、

セグメント利益（営業利益）は製品構成が悪化したことから、1,133百万円（前期比15.4％減）となりました。 

 欧州につきましては、シリコンウェハー向け製品の販売が好調に推移したことにより、売上高は1,479百万円

（前期比8.6％増）となりましたが、セグメント利益（営業利益）は為替の影響により131百万円（前期比8.6％

減）となりました。 

 

 主な用途別売上の実績は、次のとおりであります。 

 シリコンウェハー向け製品につきましては、半導体市場好調の影響により、ラッピング材の売上高は3,588百万

円(前期比12.4％増)、ポリシング材の売上高は7,472百万円(前期比19.6％増)となりました。 

 ＣＭＰ向け製品につきましては、半導体市場の好調を背景にロジック、メモリともに最先端デバイス向け製品需

要が増加したことにより、売上高は14,621百万円（前期比19.2％増）となりました。 

 ハードディスク向け製品につきましては、顧客統合に伴う生産プロセスの変更及び一部顧客の生産調整の影響に

より、売上高は3,236百万円（前期比11.3％減）となりました。 

 非半導体関連の一般工業用研磨材につきましては、最終製品の製造プロセス変更の影響等により、売上高は

4,244百万円（前期比17.6％減）となりました。 

 

②今後の見通し

 次期の見通しにつきましては、半導体業界は足元で好調に推移していることから、売上高36,500百万円（前期比

2.0％増）、営業利益5,100百万円（前期比4.7％増）、経常利益5,200百万円（前期比10.0％増）、親会社に帰属す

る当期純利益3,900百万円（前期比29.5％増）を見込んでおります。
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（２）当期の財政状態の概況

①資産、負債及び純資産の状況

当連結会計年度末における資産総額は、前連結会計年度末に比べ、1,746百万円増加し、55,445百万円となりま

した。これは、土地が298百万円減少したものの、受取手形及び売掛金が771百万円、現金及び預金が597百万円増

加したこと等によるものです。

負債総額は、前連結会計年度末に比べ、62百万円増加し、7,597百万円となりました。これは、未払法人税等が

436百万円減少したものの、流動負債その他が137百万円、賞与引当金が112百万円、それぞれ増加したこと等によ

るものです。

また、純資産は前連結会計年度末に比べ、1,684百万円増加し、47,848百万円となりました。これは、主に利益

剰余金が1,704百万円増加したこと等によるものです。

 

②キャッシュ・フローの状況

 当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末に比べ、1,496百万

円減少し、23,336百万円となりました。当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次

のとおりです。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

 営業活動の結果得られた資金は、前連結会計年度に比べて2,114百万円減少し、3,671百万円の収入となりまし

た。これは主に、税金等調整前当期純利益の減少及び仕入債務の減少による資金の減少があったこと等によるもの

であります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

 投資活動の結果使用した資金は、3,843百万円増加し、3,882百万円の支出となりました。これは主に、有形固定

資産の取得による支出及び定期預金の預入による支出があったことによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

 財務活動の結果使用した資金は、700百万円増加し、1,308百万円の支出となりました。これは主に、配当金の支

払いがあったことによるものであります。

 

キャッシュ・フロー関連指標の推移

  平成26年３月期平成27年３月期 平成28年３月期 平成29年３月期 平成30年３月期

自己資本比率(％) 88.9 86.3 87.8 86.0 86.3

時価ベースの自己資本比率

(％)
71.6 101.3 74.3 102.5 102.5

キャッシュ・フロー対有利子

負債比率(年)
－ － － － －

インタレスト・カバレッジ・

レシオ(倍)
－ 47,543.7 － － －

自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い

（注１）いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。

（注２）株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。

（注３）キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しております。

（注４）有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象として

おります。
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（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

 当社は、株主に対し適正な利益還元を行うことを経営の重要課題と認識し、経営にあたっております。配当につき

ましては連結配当性向を50％以上とすることを目標として、業績に応じた積極的な株主還元を実施するとともに安定

配当の継続にも留意することを基本方針としております。内部留保につきましては、今後予想される経営環境の変化

に対応すべく、お客様ニーズに応える開発・生産体制の強化、グローバルな事業戦略の遂行及び事業領域の拡大に役

立てる所存であります。このような方針のもと、当期末配当金につきましては、１株につき38円を予定しておりま

す。この結果、中間配当を含めた当期の配当金は、１株につき63円となります。

 次期につきましては、１株につき中間配当金40円、期末配当金40円とし、年間配当金は80円を予定しております。

 

 

２．会計基準の選択に関する基本的な考え方

 当社グループは、ＩＦＲＳ導入に関する他社動向を注視しておりますが、国際会計基準に基づく連結財務諸表を作成

するための体制整備の負担等を考慮し、日本基準に基づき連結財務諸表を作成しております。
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３．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結貸借対照表

    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(平成29年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成30年３月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 24,332 24,929 

受取手形及び売掛金 7,239 ※ 8,010 

有価証券 500 500 

商品及び製品 3,275 3,244 

仕掛品 847 801 

原材料及び貯蔵品 1,598 1,748 

繰延税金資産 544 612 

その他 302 772 

貸倒引当金 △17 △23 

流動資産合計 38,623 40,596 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物 18,320 19,100 

減価償却累計額 △11,058 △11,278 

建物及び構築物（純額） 7,262 7,822 

機械装置及び運搬具 20,398 20,774 

減価償却累計額 △19,292 △19,291 

機械装置及び運搬具（純額） 1,105 1,483 

土地 3,418 3,119 

建設仮勘定 1,070 302 

その他 9,320 9,227 

減価償却累計額 △8,541 △8,606 

その他（純額） 778 621 

有形固定資産合計 13,635 13,349 

無形固定資産    

ソフトウエア 482 415 

その他 27 63 

無形固定資産合計 509 479 

投資その他の資産    

投資有価証券 709 744 

繰延税金資産 120 142 

その他 109 141 

貸倒引当金 △9 △9 

投資その他の資産合計 930 1,019 

固定資産合計 15,075 14,849 

資産合計 53,699 55,445 
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    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(平成29年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成30年３月31日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 3,226 ※ 3,269 

未払法人税等 866 429 

賞与引当金 1,002 1,115 

その他 1,815 ※ 1,952 

流動負債合計 6,911 6,767 

固定負債    

繰延税金負債 7 5 

退職給付に係る負債 579 651 

株式給付引当金 － 153 

その他 37 18 

固定負債合計 623 829 

負債合計 7,535 7,597 

純資産の部    

株主資本    

資本金 4,753 4,753 

資本剰余金 5,038 5,570 

利益剰余金 41,013 42,718 

自己株式 △5,108 △5,641 

株主資本合計 45,697 47,401 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 254 202 

為替換算調整勘定 344 336 

退職給付に係る調整累計額 △132 △92 

その他の包括利益累計額合計 466 446 

純資産合計 46,164 47,848 

負債純資産合計 53,699 55,445 
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

（連結損益計算書）

    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成28年４月１日 
 至 平成29年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成30年３月31日) 

売上高 33,092 35,788 

売上原価 ※１ 19,568 ※１ 21,081 

売上総利益 13,524 14,706 

販売費及び一般管理費 ※２,※３ 9,246 ※２,※３ 9,834 

営業利益 4,278 4,872 

営業外収益    

受取利息 25 59 

為替差益 97 － 

有価証券売却益 － 7 

廃棄物処分益 36 37 

その他 114 32 

営業外収益合計 273 135 

営業外費用    

為替差損 － 267 

その他 31 11 

営業外費用合計 31 279 

経常利益 4,519 4,728 

特別損失    

減損損失 － ※４ 568 

退職給付制度終了損 18 － 

特別損失合計 18 568 

税金等調整前当期純利益 4,500 4,160 

法人税、住民税及び事業税 1,282 1,240 

法人税等調整額 △132 △91 

法人税等合計 1,150 1,148 

当期純利益 3,350 3,011 

親会社株主に帰属する当期純利益 3,350 3,011 
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（連結包括利益計算書）

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(自 平成28年４月１日 
 至 平成29年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成30年３月31日) 

当期純利益 3,350 3,011 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 132 △52 

為替換算調整勘定 △124 △7 

退職給付に係る調整額 44 39 

その他の包括利益合計 ※ 52 ※ △19 

包括利益 3,402 2,991 

（内訳）    

親会社株主に係る包括利益 3,402 2,991 

 

- 8 -

㈱ﾌｼﾞﾐｲﾝｺｰﾎﾟﾚｰﾃｯﾄﾞ（5384）　平成30年３月期決算短信



（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

        (単位：百万円) 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 4,753 5,038 40,042 △5,725 44,109 

当期変動額           

剰余金の配当     △1,118   △1,118 

親会社株主に帰属する当
期純利益     3,350   3,350 

自己株式の取得       △644 △644 

自己株式の消却   △1,260   1,260 － 

利益剰余金から資本剰余
金への振替   1,260 △1,260   － 

株主資本以外の項目の当
期変動額（純額）           

当期変動額合計 － － 971 616 1,587 

当期末残高 4,753 5,038 41,013 △5,108 45,697 

 

           

  その他の包括利益累計額 

純資産合計 
  

その他有価証
券評価差額金 

為替換算調整
勘定 

退職給付に係
る調整累計額 

その他の包括
利益累計額合
計 

当期首残高 122 468 △176 414 44,523 

当期変動額           

剰余金の配当         △1,118 

親会社株主に帰属する当
期純利益         3,350 

自己株式の取得         △644 

自己株式の消却         － 

利益剰余金から資本剰余
金への振替         － 

株主資本以外の項目の当
期変動額（純額） 

132 △124 44 52 52 

当期変動額合計 132 △124 44 52 1,640 

当期末残高 254 344 △132 466 46,164 
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当連結会計年度（自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日）

        (単位：百万円) 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 4,753 5,038 41,013 △5,108 45,697 

当期変動額           

剰余金の配当     △1,306   △1,306 

親会社株主に帰属する当
期純利益     3,011   3,011 

自己株式の取得       △1,016 △1,016 

自己株式の処分   532   483 1,016 

株主資本以外の項目の当
期変動額（純額）           

当期変動額合計 － 532 1,704 △532 1,704 

当期末残高 4,753 5,570 42,718 △5,641 47,401 

 

           

  その他の包括利益累計額 

純資産合計 
  

その他有価証
券評価差額金 

為替換算調整
勘定 

退職給付に係
る調整累計額 

その他の包括
利益累計額合
計 

当期首残高 254 344 △132 466 46,164 

当期変動額           

剰余金の配当         △1,306 

親会社株主に帰属する当
期純利益         3,011 

自己株式の取得         △1,016 

自己株式の処分         1,016 

株主資本以外の項目の当
期変動額（純額） △52 △7 39 △19 △19 

当期変動額合計 △52 △7 39 △19 1,684 

当期末残高 202 336 △92 446 47,848 
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成28年４月１日 
 至 平成29年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成30年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益 4,500 4,160 

減価償却費 1,623 1,411 

長期前払費用償却額 3 3 

減損損失 － 568 

賞与引当金の増減額（△は減少） 215 115 

貸倒引当金の増減額（△は減少） 6 6 

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 117 129 

株式給付引当金の増減額（△は減少） － 153 

受取利息 △25 △59 

為替差損益（△は益） 9 13 

固定資産除売却損益（△は益） △48 △1 

売上債権の増減額（△は増加） △669 △735 

たな卸資産の増減額（△は増加） △398 △67 

仕入債務の増減額（△は減少） 570 2 

未払金の増減額（△は減少） 238 15 

その他 98 △441 

小計 6,241 5,275 

利息及び配当金の受取額 31 56 

法人税等の支払額 △779 △1,700 

法人税等の還付額 291 39 

営業活動によるキャッシュ・フロー 5,785 3,671 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の預入による支出 － △4,243 

定期預金の払戻による収入 － 2,217 

有価証券の償還による収入 1,500 － 

投資有価証券の取得による支出 － △130 

投資有価証券の売却による収入 2 26 

有形固定資産の取得による支出 △1,531 △1,741 

有形固定資産の売却による収入 72 91 

無形固定資産の取得による支出 △82 △100 

その他 0 △3 

投資活動によるキャッシュ・フロー △38 △3,882 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

配当金の支払額 △1,118 △1,306 

自己株式の取得による支出 △644 ※２ △1,016 

自己株式の処分による収入 － ※２ 1,016 

自己株式取得のための預託金の払戻しによる収入 1,156 － 

その他 △1 △1 

財務活動によるキャッシュ・フロー △608 △1,308 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △127 23 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 5,011 △1,496 

現金及び現金同等物の期首残高 19,820 24,832 

現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 24,832 ※１ 23,336 
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

 

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

 連結子会社の数 6社

  FUJIMI CORPORATION

  FUJIMI-MICRO TECHNOLOGY SDN.BHD.

  FUJIMI EUROPE GmbH

  FUJIMI TAIWAN LIMITED

  FUJIMI KOREA LIMITED

  FUJIMI SHENZHEN TECHNOLOGY CO.,LTD.

 

２．連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社のうちFUJIMI SHENZHEN TECHNOLOGY CO.,LTD.の決算日は、12月31日であります。

 連結財務諸表の作成に当たっては、連結決算日現在で本決算に準じた仮決算を行った財務諸表を基礎としており

ます。

 

３．会計方針に関する事項

(1)重要な資産の評価基準及び評価方法

 ① 有価証券

    その他有価証券

イ 時価のあるもの

 決算日の市場価格等に基づく時価法を採用しております。（評価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定しております。）

ロ 時価のないもの

 移動平均法による原価法を採用しております。

 ② デリバティブ

  時価法を採用しております。

 ③ たな卸資産

 主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用

しております。

 

(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法

 ① 有形固定資産（リース資産を除く）

  当社は定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに平成28年４月１日

以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法）を採用し、在外連結子会社は定額法を採用しておりま

す。

 なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

 建物及び構築物    ７～50年

 機械装置及び運搬具  ３～９年

 ② 無形固定資産（リース資産を除く）

 定額法を採用しております。

 なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

 ③ リース資産

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

 

(3)重要な引当金の計上基準 

 ① 貸倒引当金

  債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

 ② 賞与引当金

 当社グループは、従業員賞与の支給に充てるため、当連結会計年度に負担すべき支給見込額を計上しておりま

す。
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 ③ 株式給付引当金

 役員株式給付規程並びに株式給付規程に基づく当社取締役並びに当社従業員への株式の給付に備えるため、当連

結会計年度における株式給付債務の見込額を計上しております。

 

(4)退職給付に係る会計処理の方法 

 ① 退職給付に係る負債の計上基準

  退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見込額に基づき、退職給付

 債務から年金資産を控除した額を計上しております。

 ② 退職給付見込額の期間帰属方法

  退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、給

付算定式基準によっております。

 ③ 数理計算上の差異の費用処理方法

  数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（５年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

 

(5)重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準 

  外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しておりま

す。

  なお、在外連結子会社の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平

均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めております。

 

(6)連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

  手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

 

 (7)その他連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

  消費税等の会計処理

   税抜方式を採用しております。

（表示方法の変更）

（連結損益計算書） 

 前連結会計年度において、独立掲記しておりました「営業外収益」の「固定資産売却益」は、金額的重要性が乏し

くなったため、当連結会計年度においては「その他」に含めて表示しております。この表示方法の変更を反映させる

ため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。 

 この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「営業外収益」の「固定資産売却益」に表示していた69百

万円は「その他」として組み替えております。 

 前連結会計年度において、独立掲記しておりました「営業外費用」の「減価償却費」及び「固定資産除売却損」

は、金額的重要性が乏しくなったため、当連結会計年度においては「その他」に含めて表示しております。この表示

方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。 

 この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「営業外費用」の「減価償却費」及び「固定資産除売却

損」に表示していた４百万円及び20百万円は「その他」として組み替えております。 

 

（連結キャッシュ・フロー計算書） 

 前連結会計年度において、「投資活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めていた「投資有価証券の売

却による収入」は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より独立掲記することとしました。この表示方法の

変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。 

 この結果、前連結会計年度の連結キャッシュ・フロー計算書において、「投資活動によるキャッシュ・フロー」の

「その他」に表示していた３百万円は、「投資有価証券の売却による収入」２百万円、「その他」０百万円として組

み替えております。 
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（追加情報）

（業績連動型株式報酬制度 株式給付信託（BBT）について） 

 当社は、平成29年６月23日開催の第65期定時株主総会及び同日開催の取締役会の決議に基づき、取締役（社外取締

役を除く）の報酬と当社の業績及び株式価値との連動性をより明確にし、中長期的な業績の向上と企業価値の増大に

貢献する意識を高めることを目的として、業績連動型株式報酬制度 株式給付信託（BBT）を導入しました。

 

①取引の概要 

 本制度は、あらかじめ当社が定めた役員株式給付規程に基づき、一定の要件を満たした当社の取締役に対し当社株

式等を給付する仕組みです。 

 当社は、取締役に対し役位・業績達成度等に応じてポイントを付与し、役員株式給付規程に定める一定の条件によ

り受給権を取得したときに当該付与ポイントに相当する当社株式等を給付します。取締役に対し給付する株式等につ

いては、あらかじめ信託設定した金銭により取得し、信託財産として分別管理するものとします。なお、取締役が当

社株式等の給付を受ける時期は、原則として取締役の退任時となります。 

 

②会計処理 

 当該信託契約に係る会計処理については、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の

取扱い」（実務対応報告第30号 平成27年３月26日）に準じて、信託の資産及び負債を企業の資産及び負債として連

結貸借対照表に計上する総額法を適用しています。 

 なお、当連結会計年度において、役員株式給付規程に基づく当社取締役への当社株式給付に備えるため、当連結会

計年度末における株式給付債務の見込額に基づき株式給付引当金を計上しております。 

 

③信託に残存する自社の株式 

 当社は、信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く）により、純資産の部に自己

株式として計上しています。当連結会計年度末における当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、それぞれ87百万円及

び33,200株です。 

 

（業績連動型株式給付制度 株式給付信託（J-ESOP）について） 

 当社は、平成29年４月18日開催の取締役会決議に基づき、従業員のインセンティブプランの一環として、業績連動

型株式給付制度 株式給付信託（J-ESOP）を導入しました。

 

①取引の概要 

 本制度は、あらかじめ当社が定めた株式給付規程に基づき、一定の要件を満たした当社の従業員に対し当社株式等

を給付する仕組みです。

 当社は、従業員に対し役職・業績達成度等に応じてポイントを付与し、株式給付規程に定める一定の条件により受

給権を取得したときに当該付与ポイントに相当する当社株式等を給付します。従業員に対し給付する株式等について

は、あらかじめ信託設定した金銭により取得し、信託財産として分別管理するものとします。

 

②会計処理 

 当該信託契約に係る会計処理については、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の

取扱い」を適用し、信託の資産及び負債を企業の資産及び負債として連結貸借対照表に計上する総額法を適用してい

ます。 

 なお、当連結会計年度において、株式給付規程に基づく当社従業員への当社株式給付に備えるため、当連結会計年

度末における株式給付債務の見込額に基づき株式給付引当金を計上しております。 

 

③信託に残存する自社の株式 

 当社は、信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く）により、純資産の部に自己

株式として計上しています。当連結会計年度末の当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、それぞれ928百万円及び

350,500株です。 
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（連結貸借対照表関係）

※ 連結会計年度末日満期手形

 連結会計年度末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、当

連結会計年度の末日が金融機関の休日であったため、次の連結会計年度末日満期手形が当連結会計年度末残高

に含まれております。

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当連結会計年度

（平成30年３月31日）

受取手形 － 94百万円

支払手形 － 194

設備関係支払手形（流動負債「その他」） － 2

 

（連結損益計算書関係）

※１ 期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、次のたな卸資産評価損（△は戻入額）が売上原価

に含まれております。

前連結会計年度 
（自 平成28年４月１日 

  至 平成29年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成29年４月１日 

  至 平成30年３月31日） 

41百万円 △201百万円 

 

※２ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前連結会計年度 

（自 平成28年４月１日 
  至 平成29年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成29年４月１日 

  至 平成30年３月31日） 

運賃諸掛 1,031百万円 1,087百万円 

給料及び賞与 3,420 3,669

賞与引当金繰入額 557 652

退職給付費用 199 216

減価償却費 736 649

貸倒引当金繰入額 6 6

株式給付引当金繰入額 － 90

 

※３ 販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費の総額は次のとおりであります。

前連結会計年度 
（自 平成28年４月１日 

  至 平成29年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成29年４月１日 

  至 平成30年３月31日） 

3,129百万円 3,342百万円 
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※４ 減損損失 

 当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

場所 用途 種類
減損損失
（百万円）

 

当社各務東町工場 第１棟 

岐阜県 各務原市

 

工場

土地 303

建物及び構築物 167

機械装置等 98

 合 計 568

 

（減損損失の認識に至った経緯）

 当社各務東町工場第１棟について、将来の業績が当初の計画と大きく乖離し、将来キャッシュ・フローの見積り

総額が当該資産グループの帳簿価額を下回ると判断したため、帳簿価額のうち回収可能価額を超過した額を減損損

失として特別損失に計上しております。 

 

（グルーピングの方法） 

 当社グループは、原則として、事業用資産については工場、事業所を基準としてグルーピングを行っており、遊

休資産については個別資産ごとにグルーピングを行っております。また、本社等特定の事業との関連が明確でない

資産については共用資産としております。

 

（回収可能価額の算定方法等）

 当資産グループの回収可能価額は正味売却価額により測定しております。建物及び構築物、並びに土地の正味売

却価額は不動産鑑定士による鑑定額により評価し、機械装置及び運搬具等の正味売却価額は、取引事例価額等に基

づき合理的に算定した金額から処分費用見込額を差引いた価額により評価しております。

 

 なお、前連結会計年度については、該当事項はありません。

 

（連結包括利益計算書関係）

※  その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

 
前連結会計年度

（自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日）

その他有価証券評価差額金：    

当期発生額 187百万円 △67百万円

組替調整額 2 △7

税効果調整前 189 △75

税効果額 △57 22

その他有価証券評価差額金 132 △52

為替換算調整勘定：    

当期発生額 △124 △7

退職給付に係る調整額：    

当期発生額 △9 △15

組替調整額 73 72

税効果調整前 64 57

税効果額 △20 △17

退職給付に係る調整額 44 39

その他の包括利益合計 52 △19
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期首
株式数（千株）

当連結会計年度増加
株式数（千株）

当連結会計年度減少
株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式        

普通株式（注）１． 29,699 － 1,000 28,699

合計 29,699 － 1,000 28,699

自己株式        

普通株式（注）１．２． 4,605 445 1,000 4,051

合計 4,605 445 1,000 4,051

（注）１．発行済株式数及び自己株式数の減少1,000千株は、取締役会決議による自己株式の消却であります。

   ２．自己株式の株式数の増加445千株は、取締役会決議による自己株式の取得による増加445千株及び単元未満株式

の買取による増加０千株（106株）であります。

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

   該当事項はありません。

 

３．配当に関する事項

(1)配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成28年６月22日 

定時株主総会
普通株式 501 20 平成28年３月31日 平成28年６月23日

平成28年11月２日 

取締役会
普通株式 616 25 平成28年９月30日 平成28年12月５日

 

(2)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成29年６月23日 

定時株主総会
普通株式 690 利益剰余金 28 平成29年３月31日 平成29年６月26日
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当連結会計年度（自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期首
株式数（千株）

当連結会計年度増加
株式数（千株）

当連結会計年度減少
株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式        

普通株式 28,699 － － 28,699

合計 28,699 － － 28,699

自己株式        

普通株式（注）１．２．

３．
4,051 383 383 4,051

合計 4,051 383 383 4,051

（注）１．当連結会計年度末の自己株式（普通株式）には、株式給付信託（BBT）が保有する当社株式33千株及び株式給

付信託（J-ESOP）が保有する当社株式350千株が含まれております。

   ２．自己株式の株式数の増加及び減少のうち383千株は、株式給付信託（BBT）及び株式給付信託（J-ESOP）の信託

財産として、資産管理サービス信託銀行株式会社（信託E口）に対して実施した第三者割当による自己株式の

処分によるものであります。

   ３．自己株式の株式数の増加のうち０千株（179株）は単元未満株式の買取による増加であります。

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

   該当事項はありません。

 

３．配当に関する事項

(1)配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成29年６月23日

定時株主総会
普通株式 690 28 平成29年３月31日 平成29年６月26日

平成29年11月７日

取締役会
普通株式 616 25 平成29年９月30日 平成29年12月５日

 

(2)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成30年６月22日

定時株主総会
普通株式 951 利益剰余金 38 平成30年３月31日 平成30年６月25日

（注）平成30年６月22日定時株主総会の決議による配当金の総額には、株式給付信託（BBT）及び株式給付信託（J-

ESOP）の信託財産として、資産管理サービス信託銀行株式会社（信託E口）が保有する当社株式に対する配当金14

百万円が含まれております。

 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
 
 

前連結会計年度
（自  平成28年４月１日
至  平成29年３月31日）

当連結会計年度
（自  平成29年４月１日
至  平成30年３月31日）

現金及び預金勘定 24,332百万円 24,929百万円

有価証券勘定 500  500 

預入期間が３か月を超える定期預金 －  △2,093 

現金及び現金同等物 24,832  23,336 

 

※２ （追加情報）に記載のとおり、当社の株式給付信託（BBT）及び株式給付信託（J-ESOP）の導入に伴う自己株式の処

分による収入及び同制度の導入に伴う当社株式の取得による支出を含んでおります。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源

の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社グループは、主に研磨材を製造・販売しており、国内においては当社が、海外においては北米、アジア及び

欧州の現地法人がそれぞれ担当しております。現地法人はそれぞれ独立した経営単位であり、取り扱う製品につい

て各地域の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。

 したがって、当社は、生産・販売体制を基礎とした地域別のセグメントから構成されており、「日本」、「北

米」、「アジア」及び「欧州」の４つを報告セグメントとしております。

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

 報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」におけ

る記載と同一であります。なお、セグメント間の内部売上高又は振替高は概ね市場実勢価格に基づいております。

 報告セグメントの利益は営業利益であります。

 

３．報告セグメントごとの売上高、利益、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日） 

            （単位：百万円） 

  日本 北米 アジア 欧州 合計 
調整額 
（注）１ 

連結 
財務諸表 
計上額 
（注）２ 

売上高              

外部顧客への売上高 18,008 4,807 8,914 1,362 33,092 － 33,092 

セグメント間の内部
売上高又は振替高 

6,667 826 227 － 7,721 △7,721 － 

計 24,676 5,633 9,141 1,362 40,814 △7,721 33,092 

セグメント利益 3,924 607 1,340 144 6,016 △1,738 4,278 

セグメント資産 21,467 5,522 8,845 1,135 36,971 16,727 53,699 

その他の項目              

減価償却費 1,023 191 345 3 1,563 59 1,623 

有形固定資産及び無
形固定資産の増加額 

846 173 294 0 1,315 21 1,336 

 
当連結会計年度（自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日） 

            （単位：百万円） 

  日本 北米 アジア 欧州 合計 
調整額 
（注）１ 

連結 
財務諸表 
計上額 
（注）２ 

売上高              

外部顧客への売上高 19,400 5,946 8,962 1,479 35,788 － 35,788 

セグメント間の内部
売上高又は振替高 

7,201 950 251 － 8,403 △8,403 － 

計 26,602 6,896 9,214 1,479 44,192 △8,403 35,788 

セグメント利益 4,462 1,001 1,133 131 6,729 △1,857 4,872 

セグメント資産 22,996 6,054 9,073 958 39,082 16,363 55,445 

その他の項目              

減価償却費 956 181 242 3 1,384 26 1,411 

有形固定資産及び無
形固定資産の増加額 

1,542 105 231 － 1,879 － 1,879 
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 （注）１．調整額の内容は以下のとおりであります。

 セグメント利益

（単位：百万円）

  前連結会計年度 当連結会計年度

セグメント間取引消去 6 9

各報告セグメントに配分していない全社費用※ △1,727 △1,786

棚卸資産の調整額 △16 △81

合計 △1,738 △1,857

 ※全社費用の主なものは、当社本社の総務部門等管理部門に係る費用であります。

 

セグメント資産

（単位：百万円）

  前連結会計年度 当連結会計年度

セグメント間取引消去 △3,046 △2,874

各報告セグメントに配分していない全社資産※ 20,218 19,763

棚卸資産の調整額 △444 △525

合計 16,727 16,363

 ※全社資産の主なものは、当社での余資運用資金（現預金及び有価証券）及び管理部門に係る資産等であ

ります。

 

２．セグメント利益は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。

 

（開示の省略）

 リース取引、関連当事者情報、金融商品、有価証券、デリバティブ取引、退職給付、ストック・オプション等及び

税効果会計に関する注記事項については、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略

しております。
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（１株当たり情報）

 
 
 

前連結会計年度
（自  平成28年４月１日
至  平成29年３月31日）

当連結会計年度
（自  平成29年４月１日
至  平成30年３月31日）

１株当たり純資産額 1,872円91銭 1,941円26銭

１株当たり当期純利益金額 135円77銭 122円16銭

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記

載しておりません。

 

   ２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当連結会計年度

（平成30年３月31日）

 純資産の部の合計額（百万円） 46,164 47,848

純資産の部の合計額から控除する金額

（百万円）
－ －

普通株式に係る期末の純資産額（百万円） 46,164 47,848

 １株当たり純資産額の算定に用いられた期末の

普通株式の数（株）
24,648,359 24,648,180

 

３．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自  平成28年４月１日
至  平成29年３月31日）

当連結会計年度
（自  平成29年４月１日
至  平成30年３月31日）

親会社株主に帰属する当期純利益金額（百万

円） 
3,350 3,011

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純

利益金額（百万円）
3,350 3,011

期中平均株式数（株） 24,676,688 24,648,257

 

４．当連結会計年度における１株当たり純資産額の算定上、期末発行済株式総数から控除する自己株式に、株式給

付信託（BBT）及び株式給付信託（J-ESOP）に残存する当社株式を含めています。なお、当連結会計年度末にお

いて、当該株式給付信託（BBT）及び株式給付信託（J-ESOP）に残存する当社株式数は383,700株であります。

  また、当連結会計年度における１株当たり当期純利益金額の算定上、普通株式の期中平均株式数の計算におい

て控除する自己株式に、株式給付信託（BBT）及び株式給付信託（J-ESOP）に残存する当社株式を含めていま

す。なお、当連結会計年度において、当該株式給付信託（BBT）及び株式給付信託（J-ESOP）に残存する当社株

式の期中平均株式数は130,353株であります。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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４．個別財務諸表及び主な注記

（１）貸借対照表

    (単位：百万円) 

 
前事業年度 

(平成29年３月31日) 
当事業年度 

(平成30年３月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 18,741 18,252 

受取手形 471 589 

売掛金 6,667 7,423 

有価証券 500 500 

商品及び製品 1,785 1,742 

仕掛品 807 762 

原材料及び貯蔵品 1,076 1,315 

前払費用 55 76 

繰延税金資産 406 440 

その他 250 702 

貸倒引当金 △17 △23 

流動資産合計 30,744 31,781 

固定資産    

有形固定資産    

建物 4,174 4,464 

構築物 167 181 

機械及び装置 782 1,166 

工具、器具及び備品 458 335 

土地 3,322 3,028 

建設仮勘定 652 273 

その他 5 8 

有形固定資産合計 9,563 9,458 

無形固定資産    

ソフトウエア 474 411 

その他 27 63 

無形固定資産合計 501 474 

投資その他の資産    

投資有価証券 413 448 

関係会社株式 5,224 5,224 

その他の関係会社有価証券 296 295 

繰延税金資産 72 192 

その他 98 91 

貸倒引当金 △9 △9 

投資その他の資産合計 6,095 6,243 

固定資産合計 16,159 16,176 

資産合計 46,904 47,957 
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    (単位：百万円) 

 
前事業年度 

(平成29年３月31日) 
当事業年度 

(平成30年３月31日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形 702 683 

買掛金 2,040 2,076 

未払金 1,214 1,238 

未払費用 213 228 

未払法人税等 727 330 

賞与引当金 870 987 

その他 485 531 

流動負債合計 6,254 6,076 

固定負債    

退職給付引当金 388 517 

株式給付引当金 － 153 

その他 37 18 

固定負債合計 425 690 

負債合計 6,680 6,766 

純資産の部    

株主資本    

資本金 4,753 4,753 

資本剰余金    

資本準備金 5,038 5,038 

その他資本剰余金 － 532 

資本剰余金合計 5,038 5,570 

利益剰余金    

利益準備金 362 362 

その他利益剰余金    

別途積立金 31,000 33,500 

繰越利益剰余金 3,922 2,442 

利益剰余金合計 35,285 36,305 

自己株式 △5,108 △5,641 

株主資本合計 39,968 40,988 

評価・換算差額等    

その他有価証券評価差額金 254 202 

評価・換算差額等合計 254 202 

純資産合計 40,223 41,191 

負債純資産合計 46,904 47,957 
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（２）損益計算書

    (単位：百万円) 

 
前事業年度 

(自 平成28年４月１日 
 至 平成29年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成30年３月31日) 

売上高 24,676 26,602 

売上原価 15,286 16,305 

売上総利益 9,390 10,296 

販売費及び一般管理費 7,386 7,865 

営業利益 2,004 2,430 

営業外収益    

受取利息 2 1 

受取配当金 1,376 989 

有価証券売却益 － 7 

その他 161 81 

営業外収益合計 1,540 1,079 

営業外費用    

為替差損 14 48 

減価償却費 25 18 

その他 26 9 

営業外費用合計 66 76 

経常利益 3,477 3,434 

特別損失    

減損損失 － 568 

退職給付制度終了損 18 － 

特別損失合計 18 568 

税引前当期純利益 3,459 2,865 

法人税、住民税及び事業税 716 671 

法人税等調整額 △137 △131 

法人税等合計 579 539 

当期純利益 2,879 2,326 
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（３）株主資本等変動計算書

前事業年度（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

                  (単位：百万円) 

  株主資本 

  

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本
合計 

  
資本準備
金 

その他資
本剰余金 

資本剰余
金合計 

利益準備
金 

その他利益剰余金 
利益剰余
金合計   

別途積立
金 

繰越利益
剰余金 

当期首残高 4,753 5,038 － 5,038 362 33,000 1,421 34,784 △5,725 38,851 

当期変動額                     

剰余金の配当             △1,118 △1,118   △1,118 

当期純利益             2,879 2,879   2,879 

別途積立金の取崩           △2,000 2,000 －   － 

自己株式の取得                 △644 △644 

自己株式の消却     △1,260 △1,260         1,260 － 

利益剰余金から資本剰余金
への振替     1,260 1,260     △1,260 △1,260   － 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）                     

当期変動額合計 － － － － － △2,000 2,500 500 616 1,117 

当期末残高 4,753 5,038 － 5,038 362 31,000 3,922 35,285 △5,108 39,968 

 

       

  評価・換算差額等 

純資産合計 
  

その他有価
証券評価差
額金 

評価・換算
差額等合計 

当期首残高 122 122 38,973 

当期変動額       

剰余金の配当     △1,118 

当期純利益     2,879 

別途積立金の取崩     － 

自己株式の取得     △644 

自己株式の消却     － 

利益剰余金から資本剰余金
への振替     － 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額） 

132 132 132 

当期変動額合計 132 132 1,249 

当期末残高 254 254 40,223 
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当事業年度（自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日）

                  (単位：百万円) 

  株主資本 

  

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 株主資本
合計 

  
資本準備
金 

その他資
本剰余金 

資本剰余
金合計 

利益準備
金 

その他利益剰余金 
利益剰余
金合計   

別途積立
金 

繰越利益
剰余金 

当期首残高 4,753 5,038 － 5,038 362 31,000 3,922 35,285 △5,108 39,968 

当期変動額                     

剰余金の配当             △1,306 △1,306   △1,306 

当期純利益             2,326 2,326   2,326 

別途積立金の積立           2,500 △2,500 －   － 

自己株式の取得                 △1,016 △1,016 

自己株式の処分     532 532         483 1,016 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）                     

当期変動額合計 － － 532 532 － 2,500 △1,479 1,020 △532 1,019 

当期末残高 4,753 5,038 532 5,570 362 33,500 2,442 36,305 △5,641 40,988 

 

       

  評価・換算差額等 

純資産合計 
  

その他有価
証券評価差
額金 

評価・換算
差額等合計 

当期首残高 254 254 40,223 

当期変動額       

剰余金の配当     △1,306 

当期純利益     2,326 

別途積立金の積立     － 

自己株式の取得     △1,016 

自己株式の処分     1,016 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額） 

△52 △52 △52 

当期変動額合計 △52 △52 967 

当期末残高 202 202 41,191 
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（４）個別財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

 

５．その他

 役員の異動

（1）代表者の異動

 該当事項はありません。

 

（2）その他の役員の異動

 該当事項はありません。
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